















































のための目標（Sustainable Development Goals :SDGs）」が含まれ、貧困問題の解消を含
む 17の目標と 169のターゲットが定められている。 








































































































































第 2 節と第 3 節では、インタビューや変容分析手法を用いた主体形成分析を行う。第 4 節
では、それらの分析の成果をまとめ、SAC実践を通した主体形成プロセスについて考察する。 
第 7章では、第 3章で示した開発教育の主体形成に向けた理論をもとに、第 4章から第 6
章の実践分析をふまえて考察していく。第 5 章、第 6 章において明らかになった主体形成
には、自覚的でなかった主体としての新たな活動を始めたり、自覚的であった主体のあり
方がさらに変容し発展したりする場合も見られた。そのプロセスの分析をふまえ、第 1 節
では、主体形成へと影響がみられた学習活動を、参加型学習の観点から考察する。そのう
えで、今後主体形成に向けた開発教育の参加型学習の実践構築のための課題をあげる。第 2
節では、カリキュラムづくりを考察する。第 3節では、ネットワークづくりを考察する。 
終章において、本研究の概要と成果、結論、そして課題を示す。 
補論において、「ソーシャル・アクション ハンドブック作成チーム」の実践記録分析を、
実践の時系列にて示す。 
 
4、本研究の結論 
本研究の第一の結論は、開発教育の主体形成の理論とは四つの主体形成論から構成され
る点である。先行研究の検証から、「南」の国々の開発問題による貧困や抑圧課題に取り組
むことが開発教育の起点であるものの、構造的に開発問題を捉えていけば「北」の生活や、
地域のあり方や生活に開発問題が内面化されていることが問題意識として見られてきた。
よって開発問題に取り組む主体形成とは、開発協力活動や地域づくりの活動に携わる主体
として、それと同時に日々の暮らしを相対化する生活主体として、変革を構築する市民運
動主体として学習していくことが必要となった。 
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第二の結論は、主体形成に向けた実践構築のための参加型学習、カリキュラム、ネット
ワークの理論であり、以下それぞれを示す。 
参加型学習は、学習者の社会や学習への参加のあり方そのものを学習化する参加の学習
化と、学習者の共同性を構築する理論が示された。カリキュラムは、学習提供者からの観
点では、四つの主体形成に準じた、各「①問題及びそれによって抑圧される人と権利の状
況」「②問題構造の理論」、各問題に対する「③自らの価値観」、具体的な活動や実践といっ
た「④取り組み」の要素を網羅しつつ構成していく理論が示された。学習者からの観点で
は、学習者の軌跡から編成されるカリキュラムを、実践に関わる人たちが認識することで、
学習と実践の走路を広げていく理論であった。ネットワークは、連帯する学習のネットワ
ークづくりと実践者の主体形成を支えるネットワーク構築の具体性として市民運動主体形
成の理論が示された。 
そして、第三に開発教育を通した主体形成は、開発教育の従来の目的である「共に生き
ることのできる公正で持続可能な地球社会づくりに参加をする」行動主体と、学習者一人
一人が、自立した学習者として「共生や公正の価値や理念を自ら生成する」学習主体の形
成をしていくことの双方を目的化していく理論が示された。これまで前者の実践構築に向
けた検討をふまえ本研究で上記の知見を加えたが、後者の視点を改めて明確に目的化し、
実践構築が取り組まれなければ、開発教育の「教育」の変革の理念からは遠ざかる点を示
した。 
第四に、実践研究を通じた実践のモデルを示した。学習提供者としての「ソーシャル・
アクション ハンドブック」作成チームと学習者としてのプログラム「ソーシャル・アク
ション クラス」参加者の変容分析を行い、理論と実践の整合性を検証した。そして実践
研究の実践記録分析、アクションリサーチ、インタビュー、TEM分析の研究方法から、開発
教育の主体形成の実践プロセスのモデルの構築を行った。 
その上で、本研究における課題を以下三点あげる。 
一点目には、質的な実践調査の蓄積である。約三年に及ぶ一つの実践を、アクションリ
サーチをしながら記録分析をしていく作業の上で量的蓄積が困難であった。本研究では一
つの実践を分析対象としたが、多様なプロセスのモデルケースを提示していくためには実
践研究のさらなる蓄積が課題となる。 
二点目に、行動主体形成と学習主体形成の二分に関する矛盾である。本研究においては
主体形成を研究テーマとし、特に学習提供者と学習者の双方を含みつつ、実践コミュニテ
ィの相互主体形成の観点に着目をした。相互主体形成の実践構築による学習主体形成の重
点化は、開発教育の「教育」の変革の目的においても意義があるため、本研究ではその視
座に立とうとした。しかし、学習提供者である「教育する者」が「教育される者」として
の学習者に対して想定し目的化する、具体的な行動主体形成の設定は、「＊＊教育」という
教育領域の枠を設けるうえで理論的に必要とされる。つまり、開発教育として開発問題を
扱っていく教育としての意義の構築には、行動主体形成の具体的な目的化が必要となる。
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一方で本研究の実践分析からは、開発教育の四つの主体形成類型に分類されなかった、学
習活動への参加主体や学習支援活動への参加主体という、学習活動への行動主体形成があ
った。それは結論の第三で示した「共生や公正の価値や理念を自ら生成する」学習主体の
形成の目的に準じているが、行動主体形成理論に位置付けられなかった。本研究では、行
動主体形成の目的化に関するジレンマを明確に整理しきれず、行動主体形成を設定しなが
ら、学習主体形成としての相互主体形成プロセスのモデル構築を試みた点で、教育理論と
しての曖昧さが残された。 
三点目が、ネットワークの観点による実践研究の必要性である。教育実践の構築におけ
るネットワーク理論展開は、市民運動主体形成の実践構築という観点から吟味すべき問題
点が多く残された。特に連帯するネットワークを目的化するということは、第二の本研究
の課題にも関わる。「教育する者」の意図に沿おうとさせる教育観を免れ、「教育」の変革
に臨みながら、「開発」の変革を目指すことの困難性をふまえつつ、開発教育の役割の観点
から今後もネットワークの観点による実践が吟味されていかなければならない。 
  
 
